
第３ 章  火を 使用する 設備の位置、 構造及び管理の基準等  

第１ 節  火を 使用する 設備及びその使用に際し 、 火災の発生のおそれのあ る 設 

備の位置、 構造及び管理の基準 

 

（ 火気設備等の位置）  

第２ 条の２  火気設備等（ 法第９ 条に規定する 火を 使用する 設備又はその使用に際し 、 火災の発

生のおそれのある 設備を いう 。 以下同じ 。） は、 建築物等（ 消防法施行令（ 昭和 3 6 年政令第 3 7

号。 以下「 令」 と いう 。） 第５ 条第１ 項第１ 号に規定する 建築物等を いう 。 以下同じ 。） 及び可燃

性の物品から 、 別表第３ の左欄に掲げる 火気設備等の種別に応じ 同表の右欄に定める 離隔距離

（ 消防長が火災予防上安全であ る と 認める 場合、 火気設備等が第７ 条の２ ､第８ 条の３ 、 第 1 0

条の２ 又は第 1 3 条第４ 項に規定する 火気設備等である 場合及び火気設備等が別表第３ の左欄に

掲げる 種類の火気設備等であ つて同欄に掲げる 種別の火気設備等以外の火気設備等であ る 場合

にあつては、 対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する 基準（ 平成 1 4 年消防庁告

示第１ 号） によ り 得ら れる 距離） 以上の距離を 保つ位置に設けなければなら ない。 ただし 、 当該

建築物等の部分が、 不燃材料（ 建築基準法（ 昭和 2 5 年法律第 2 0 1 号） 第２ 条第９ 号に規定する

不燃材料を いう 。 以下同じ 。） で有効に仕上げを し た建築物等の部分であ り 、 かつ、 その構造が

耐火構造（ 建築基準法第２ 条第７ 号に規定する 耐火構造を いう 。 以下同じ 。） であつて間柱、 下

地その他主要な部分を 準不燃材料（ 建築基準法施行令（ 昭和 2 5 年政令第 3 3 8 号） 第１ 条第５ 号

に規定する 準不燃材料を いう 。 以下同じ 。） で造つたも の又は耐火構造以外の構造であつて間柱、

下地その他主要な部分を 不燃材料で造つたも の（ 有効に遮熱でき る も のに限る 。） である 場合は、

こ の限り でない。（ ひ）（ ほ）  

 

【 解説】  

 本条は、 火を 使用する 設備及びその使用に際し 、 火災の発生のおそれのある 設備（ 以下「 火気設

備等」 と いう 。） の位置について規制し たも のである 。  

１  火気設備等と は、 法第９ 条に規定する も のを いい、 次のも のが該当する が、 使用形態上、 容易に

移動でき ないも のを いう 。  

 ⑴ 炉 

 ⑵ ふろ がま  

 ⑶ 温風暖房機 

 ⑷ 厨房設備 

 ⑸ ボイ ラ ー 

 ⑹ ス ト ーブ（ 移動式のも のを 除く 。）  

 ⑺ 乾燥設備 

⑻ サウ ナ設備（ サウ ナ室に設ける 放熱設備を いう 。）  

 ⑼ 簡易湯沸設備（ 入力が 1 2 キロ ワ ッ ト 以下の湯沸設備を いう 。）  



 ⑽ 給湯湯沸設備（ 簡易湯沸設備以外の湯沸設備を いう 。）  

 ⑾ 燃料電池発電設備（ 固体高分子型燃料電池、 リ ン 酸型燃料電池、 溶融炭酸塩型燃料電池又は固

体酸化物型燃料電池によ る 発電設備であっ て火を 使用する も のに限る 。）  

⑿ ヒ ート ポン プ冷暖房機 

⒀ 火花を 生ずる 設備（ グラ ビ ア印刷機、 ゴ ム ス プレ ッ ダー、 起毛機、 反毛機その他その操作に際

し 火花を 生じ 、 かつ、 可燃性の蒸気又は微粉を 放出する 設備を いう 。）  

 ⒁ 放電加工機（ 加工液と し て法第２ 条第７ 項に規定する 危険物を 用いる も のに限る 。）  

 ⒂ 変電設備（ 全出力 2 0 キロ ワ ッ ト 以下のも の及び⒃に掲げる も のを 除く 。）  

⒃ 急速充電設備 

次の条件に該当する 設備を 対象と する 。  

ア 出力に関する 要件 

   定格出力が 2 0 キロ ワ ッ ト を 超える 設備である こ と 。  

 イ  構造・ 機能に関する 要件 

   以下のいずれかに該当する こ と 。  

( ｱ)  一体型 

設備本体で電気を 昇圧（ 変圧） し 、コ ネク タ ーを 用いて、電気自動車等に充電する 設備（ 以

下「 一体型」 と いう 。）。  

( ｲ)  分離型 

変圧機能を 有する 設備本体と 、充電ポス ト によ り 構成さ れる 設備（ 以下「 分離型」と いう 。）。 

※ （ ｱ） 及び（ ｲ） に該当し ない設備は、 本基準の適用対象外と し 、 第 1 2 条に定める 「 変

電設備」 に基づき 取り 扱う 。  

 ⒄ 内燃機関を 原動力と する 発電設備 

⒅ 蓄電池設備 

ただし 、 以下の場合を 除く 。  

ア 蓄電池容量が 1 0 キロ ワ ッ ト 時以下のも の。  

イ  蓄電池容量が 1 0 キロ ワ ッ ト 時を 超え 2 0 キロ ワ ッ ト 時以下のも のであっ て、 蓄電池設備の

出火防止措置及び延焼防止措置に関する 基準（ 令和５ 年消防庁告示第７ 号）第２ に定める も の。 

 ⒆ ネオン 管灯設備 

 ⒇ 舞台装置等の電気設備（ 舞台装置若し く は展示装飾のために使用する 電気設備又は工事、農事

等のために一時的に使用する 電気設備を いう 。）  

 

２  本条は、火気設備等の位置の規制であ る が、特に火気設備等と 建築物等及び可燃性の物品と の離

隔距離について規定さ れており 、原則と し て、別表第３ に掲げる 離隔距離以上の距離を 保つ位置に

設けなければなら ないと し ている 。 ただし 、 前１ ⑻及び⑾から ⒇ま での火気設備等は、 別表第３ に

はないため、 離隔距離については、 個々の条文の規定によ る こ と と なる 。  

なお、 本条でいう 「 建築物等」 と は、 建築物その他の土地に定着する 工作物を いい、「 可燃性の

物品」 と は、 およ そ燃える 又は燃える おそれのある も のすべてを いう 。  



 ま た、 別表第３ においては、 火気設備等の種類及び入力量の違いによ り 、 それぞれ離隔距離を 示

し ている が、 同一の火気設備等においても 、 その周囲の材料が「 不燃以外」 と 「 不燃」 では、 その

離隔距離も 違う 。 別表第３ でいう 「 入力」、「 不燃以外」、「 不燃」 と は次のと おり である 。  

⑴ 「 入力」 と は、 気体燃料又は液体燃料を 使用する 火気設備等にあっ ては最大消費熱量を 、 電気

を 熱源と する 火気設備等にあっ ては定格消費電力を いう 。  

 ⑵ 「 不燃以外」 と は、 別表第３ の備考にある よ う に、 離隔距離の対象が不燃材料以外の材料によ

る 仕上げ若し く はこ れに類似する 仕上げを し た建築物等の部分又は可燃性の物品であ る 場合を

いう 。「 不燃材料以外の材料によ る 仕上げ」 と は、 周囲の壁体等が可燃性のも のを いい、 次のも

のが該当する 。  

ア 下地及び仕上げが不燃材料以外のも の 

イ  下地が不燃材料で、 表面を 不燃材料以外のも ので仕上げたも の 

ま た、「 こ れに類似する 仕上げ」 と は、 表面が不燃材料で仕上げたも のであっ ても 、 防火性能

が低いも のを いい、 例えば、 下地を 木材等の可燃性のも のと し 、 ス テン レ ス 等の金属板又は薄い

不燃ス レ ート のみで仕上げを 行っ たも のなど が該当する 。こ れら の構造は、可燃性の下地が伝導

過熱等によ り 、 着火危険のある も のである 。  

⑶ 「 不燃」 と は、 こ れも 備考にある よ う に、 離隔距離の対象が不燃材料で有効に仕上げし た建築

物等の部分又は防熱板である 場合を いう 。  

ア 「 不燃材料で有効に仕上げし た建築物等の部分」 と は、 室温 3 5 度で火気設備等を 使用し た

場合、 火気設備等に面する 不燃材料以外の材料の火気設備等側の温度が 1 0 0 度を 超えない遮

熱性能を 有する 不燃材料で仕上げを し た建築物等の部分を いう （ 図２ の２ －１ 参照）。  

なお、 こ れに該当する 具体的な構造と し ては、 次のも のが該当する が、 いずれも 不燃材料で

有効に仕上げし たも のである こ と 。  

   ( ア )  建基法第２ 条第７ 号の２ に規定する 準耐火構造 

( イ ) 平成 1 2 年４ 月に改正さ れる 前の建基令（ 以下「 改正前建基令」 と いう 。） 第 1 0 8 条第

２ 号に適合し ていた防火構造( 同条第４ 号の規定に基づき 、 建設大臣が同条第２ 号と 同等

以上の防火性能を 有する と 認めて指定し ていたも のを 含む。 ) 又は、 石膏ボード 及びけい

酸カルシウ ム 板等、 すべてが不燃材料の組合せで、 当該張り 合わせの合計が 1 5 ミ リ メ ー

ト ル以上と なる も の。  

( ウ )  建設省告示第 1 3 5 9 号（ 平成 1 2 年５ 月 2 4 日） 第１ 、 １ ハに規定する 防火構造（ こ の場

合、「 屋外側」 を 「 火気設備等側」 に読み替える も のと する 。）  



 

図２ の２ －１  「 不燃材料で有効に仕上げし た建築物等の部分」 の構造例 

 

  ① 間柱のある 構造の例           ② 複数の構成部材を 使用し た場合 

 

 

 

  

 

 

 

 

    ま た、「 不燃材料」 と は、 建基法第２ 条第９ 号に規定さ れ、 不燃性能に関し て建基令第 1 0 8

条の２ で定める 技術的基準に適合する も ので、国土交通大臣が定めたも の又は国土交通大臣が

認めたも のを いい、 一般的には、 コ ン ク リ ート 、 レ ン ガ、 瓦、 不燃ス レ ート ､ガラ ス 等を いう 。

ガラ ス は不燃材料には該当する が、熱等によ り 破損する こ と がある ので、有効に仕上げを し た

部分と はなら ない。  

イ  「 防熱板」 と は、 ガス 機器を 設置し た箇所の、「 可燃材料、 難燃材料又は準不燃材料によ る

仕上げを し た建築物の部分等」 の表面温度が室温を 3 5 度と し たと き に 1 0 0 度を 超えないも

のを いい、 次によ る こ と 。  

( ア)  金属以外の不燃材料の防熱板は、 厚さ 0 .6 センチメ ート ル以上のけい酸カルシウ ム 板又

はこ れら と 同等以上の防熱性を 有する も ので、 可燃物と 当該防熱板と の間に通気性の良い

１ セン チメ ート ル以上の空間を 設ける 。 なお、 ス ぺーサーは熱伝導率の小さ い不燃材料を

使用し 、 熱影響の少ない部分に設置さ れている も のである こ と ( 図２ の２ －２ 参照) 。  

   ( イ )  金属性の防熱板は、 熱及び衝撃等によ っ て、 変形し ないよ う に補強さ れた厚さ 0 .5 ミ リ

メ ート ル以上の普通鋼板(ス テン レ ス 鋼板は 0 .3 ミ リ メ ート ル以上)を いい、 可燃物等と 当

該防熱板と の間に通気性の良い１ セン チメ ート ル以上の空間を 設ける 。なお、ス ぺーサーは

熱伝導率の小さ い不燃材料を 使用し 、熱影響の少ない部分に設置さ れている も のである こ と

( 図２ の２ －３ ～５ 参照) 。  

 

火気設備等 

不燃材料 

不燃材料以外の材料 

室温 3 5 ℃で 1 0 0 ℃以下 

不燃材料 

不燃材料以外の材料 

火気設備等 

室温 3 5 ℃で 1 0 0 ℃以下 



 

 

    

  ( ｳ)  こ んろ 側方又は上方に防熱板を 設ける 場合は、図２ の２ －５ ①、②、③を 参考と する こ と 。  

図２ の２ -３ ② 

金属板で覆っ たも の 

図２ の２ -４  

防熱板固定ねじ の位置の例 

1 cm 以上 

防熱板 

（ ア の 防熱板を ス テ ン レ ス 鋼

板で覆っ たも の）  

通気性のよ い空間 

ス ペーサー（ 不燃材料）  

固定ねじ  

０ 以上 

図２ の２ -２  

金属以外の不燃材料の防熱板 

図２ の２ -３ ① 

金属製の防熱板 

1 cm 以上 

防熱板（ 厚さ 0 .6 cm 以上の

けい酸カルシウ ム 板等）  

通気性のよ い空間 

ス ペーサー（ 不燃材料）  

1 cm 以上 

ス ペーサー（ 不燃材料） 

 
（ 厚さ 0 .5 mm 以上の普通鋼

板又は同 0 .3 mm 以上のス テ

ン レ ス 鋼板）  

通気性のよ い空間 



 

図２ の２ －５ ① 防熱板の設置例及び構造例 

 

 

図２ の２ －５ ② こ んろ 及びド ロ ッ プイ ン こ んろ の側方に設置する 場合 

こ んろ の場合 

 

ド ロ ッ プイ ン こ んろ の場合 

 

3 0 cm 以上 

1 cm 以上 



 

図２ の２ －５ ③ こ んろ 上方に設置する 場合 

 

 

設置上の注意 

 防熱板の設置に当たっ ては、 こ んろ のト ッ ププレ ート 面よ り 上にあれば良いが、 防

熱板後部の空間を ふさ がないよ う に設置を し なければなら ない。  

 

( ｴ)  湯沸器等のガス 機器等に防熱板を 設置する 場合、「 可燃材料、 難燃材料又は準不燃材料に

よ る 仕上げを し た建築物の部分等」 に直接火が触れる こ と も なく 、ガス 機器本体の表面温度

も 低い。 し たがっ て、 防熱板は、「 可燃材料、 難燃材料又は準不燃材料によ る 仕上げを し た

建築物の部分等」 と 密着設置し ても 室温 3 5 度と し たと き に 1 0 0 度を 超える こ と はない。

ただし 、 防熱板は、 金属以外の不燃材料を 使用し 、 厚さ ３ ミ リ メ ート ル以上と する こ と （ 図

２ の２ －６ 参照）。  

図２ の２ －６  湯沸器等のガス 機器等への設置例 

湯沸器の場合 ふろ がま の場合 

 

 

 

 

 

防熱版 

密着し て も よ い 

別表に示す離隔距離 別表に示す離隔距離 

密着し て も よ い 

防熱版 

逆風止め 



 ⑷ 各火気設備等の離隔距離については、 各条において説明する ので、 それを 参照する こ と 。  

 

３  本条では、 ２ で述べたよ う に、 離隔距離については、 原則と し て別表第３ によ る も のと し てい

る が、 こ れ以外に「 対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する 基準（ 平成 1 4 年消防

庁告示第１ 号。 以下「 告示第１ 号」 と いう 。） によ り 得ら れる 距離で規制する 場合がある 。  

 ⑴ 次のも のにあっ ては、 告示第１ 号によ り 得ら れる 離隔距離で規制する こ と と なる 。  

ア 消防長が火災予防上安全である と 認める 場合 

イ  サウ ナ設備及びヒ ート ポン プ冷暖房機 

ウ  燃料電池発電設備 

エ 気体燃料を 使用する ピ ス ト ン 式内燃機関を 原動力と する 発電設備（ 1 0 キロ ワ ッ ト 未満）  

オ 急速充電設備 

カ  別表第３ の左欄に掲げる 種類の火気設備等であ っ て同欄に掲げる 種別の火気設備等以外の

火気設備等 

「 告示第１ 号によ り 得ら れる 距離」 と は、火気設備等の通常燃焼時若し く は異常燃焼時におい

て、近接する 可燃物等の表面温度が許容最高温度を 超えない距離又は当該可燃物に引火し ない距

離のう ち、いずれか長い距離と し ており 、実際の燃焼試験等によ っ て得ら れたデータ を 基に決定

する こ と と なる 。 し たがっ て、 別表第３ に掲げる 離隔距離は画一的なも のである に対し 、 告示第

１ 号によ り 得ら れる 離隔距離は、 火気設備等個々の距離と なる 。  

 ⑵ 告示第１ 号は、試験方法の性能的なこ と し か示さ れていないため、第三者機関等が定めている

試験基準等が告示第１ 号に適合する か否かについては、それぞれ検討し なければなら ないが、現

在、 次に掲げる 試験基準等が告示第１ 号に基づく 試験方法等である と し ている 。  

ア （ 一財） 日本ガス 機器検査協会が定めた防火性能評定試験基準等 

  イ  （ 一財） 日本燃焼機器検査協会が定めた防火性能検査基準（ JHIA N－5 8 0 1 ）  

  ウ  （ 一社） 日本電機工業会が定めた試験基準等 

 ⑶ こ れら の試験基準等に適合する 火気設備等は、告示第１ 号に適合する 火気設備等と し て取り 扱

う こ と と し 、 当該火気設備等の離隔距離は、 こ れら の試験基準によ り 得ら れた距離と する 。  

なお、 こ れら の試験基準等に適合する も のは、 その前提と し て、 日本産業規格（ 産業標準化法

（ 昭和 2 4 年法律第 1 8 5 号） 第 2 0 条第１ 項に規定する 日本産業規格を いう 。 以下「 J IS 」 と い

う 。）、電気用品安全法等の関係法令に適合し ており 、火気設備等と し ての安全性等は保証さ れて

いる も のである 。  

   こ れら の試験基準等に適合し た火気設備等にあっ ては、表２ の２ に示す認証ラ ベルが貼付さ れ

ている か又は取扱説明書等に離隔距離等が記載さ れている ので、 こ れを 参考と する こ と 。  



表２ の２  認証ラ ベル等 

 

J IS 表示（ 旧）  

 
 

平成 2 0 年 9 月 3 0 日を も っ て終了 

 

J IS 表示（ 新）  

 
 

平成 1 7 年 1 0 月 1 日から  

 

【 特定ガス 用品】  

 

 
 

 半密閉燃焼式ガス 瞬間湯沸器 

 半密閉燃焼式ガス ス ト ーブ 

 半密閉燃焼式ガス バーナー付ふろ

がま  

 ガス ふろ バーナー 等 

 

【 特定ガス 用品以外の指定品目】  

 

 
 

 開放燃焼式も し く は密閉燃焼式又

は屋外式のガス 瞬間湯沸器 

 開放燃焼式も し く は密閉燃焼式又

は屋外式のガス ス ト ーブ 

 密閉燃焼式又は屋外式のガス バー

ナー付ふろ がま  

 ガス こ んろ  等 

 

【 特定液化石油ガス 器具等】  

 

 
 

 液化石油ガス こ んろ  

 半密閉式液化石油ガス 用瞬間湯沸

器 

 半密閉式液化石油ガス 用バーナー

付ふろ がま  

 ふろ がま  

 

【 特定液化石油ガス 器具等以外の指

定品目】  

 
 

 調整器 

 開放式若し く は密閉式又は屋外式

の液化石油ガス 用瞬間湯沸 

 液化石油ガス 用継手金具付高圧ホ

ース  

 密閉式又は屋外式の液化石油ガス



 液化石油ガス 用ふろ バーナー 

 半密閉式液化石油ガス 用ス ト ーブ 

 液化石油ガス 用ガス 栓 

用バーナー付ふろ がま  

 開放式若し く は密閉式又は屋外式

の液化石油ガス 用ス ト ーブ 

 液化石油ガス 用ガス 漏れ警報器 

 液化石油ガス 用継手金具付低圧ホ

ース  

 液化石油ガス 用対震自動ガス 遮断

機 

 一般ガス こ んろ  

【 自主検査品目】  

 

 

 

 ガス こ んろ  

 ガス レ ン ジ 

 ガス オーブン  

 ガス 炊飯器・ 吸収式冷暖房用ガス

熱源機 

 ガス ヒ ート ポン プ冷暖房機 

 燃料電池発電設備 

 ガス エン ジン 発電設備 

 ガス 瞬間湯沸器 

 ガス ふろ がま 、 ガス 暖房機器 等 

【 自主検査品目】  

 

 

 石油燃焼機器 

 ペレ ッ ト 燃焼機器 

【 特定電気用品】  

 

 電気便座 

 電気ス チーム バス  

 電気サウ ナバス  

 携帯発電機 等 

【 特定電気用品以外の電気用品】  

 

 電気コ タ ツ  

 電気コ ン ロ  

 電気フ ラ イ ヤー 

 電気湯沸器 等 



４  本条のただし 書では、 火気設備等周囲の建築物等の部分が次の構造に該当する も のについては、

別表第３ に掲げる 距離又は告示第１ 号によ り 得ら れる 距離と し ないこ と 、言い換えれば、離隔距離

の規制を 除外でき る こ と と し ている 。  

⑴ 当該建築物等の部分が、 不燃材料で有効に仕上げを し た部分であり 、 かつ、 その構造が耐火構

造であっ て、 間柱、 下地その他主要な部分を 準不燃材料で造っ たも のである 場合 

 ⑵ 当該建築物等の部分が、 不燃材料で有効に仕上げを し た部分であり 、 かつ、 その構造が耐火構

造以外の構造であっ て、 間柱、 下地その他主要な部分を 不燃材料で造っ たも の（ 有効に遮熱でき

る も のに限る 。） である 場合 

こ こ でいう 「 耐火構造」、「 準不燃材料」 と は、 次のと おり である 。「 不燃材料で有効に仕上げ

し た建築物等の部分」 については、 ２ ⑶アによ る こ と 。  

ア 「 耐火構造」 と は、 建基法第２ 条第７ 号に規定さ れ、 建基令第 1 0 7 条で定める 耐火性能を

有する も のを いい、 一般的には、 鉄筋コ ン ク リ ート 、 レ ン ガ造等の構造を いう 。  

 イ  「 準不燃材料」 と は、 建基令第１ 条第５ 号に規定さ れ、 通常の火災によ る 火熱が加えら れた

場合に、 加熱開始後 1 0 分間、 建基令第 1 0 8 条の２ の各号要件に掲げる 要件を 満たし ている

も のと し て、 国土交通大臣が定めたも の又は国土交通大臣が認めたも のを いい、 一般的には、

石膏ボード （ 厚さ ９ ミ リ メ ート ル以上）、 木毛セメ ン ト 板（ 厚さ 1 5 ミ リ メ ート ル以上） 等を

いう 。  

⑶ ⑴については、 間柱、 下地その他主要な部分を 準不燃材料で造っ た耐火構造のう ち、 その仕上 

げを 不燃材料と し たも のである （ 図２ の２ －７ 参照）。  

なお、 建基法は、 平成 1 2 年４ 月に性能規定の考え方が導入さ れて改正さ れたため、「 準不燃

材料」 には、「 不燃材料」 も 含ま れる こ と と なる 。  

ま た、⑵については、間柱、下地その他主要な部分を 不燃材料で造っ た耐火構造以外の構造で、

有効に遮熱でき る も のに限る と さ れており 、次のも のがこ れに該当する が、いずれも その仕上げ

を 不燃材料と し たも のである （ 図２ の２ －８ 参照）。  

ア 準耐火構造であっ て、 間柱、 下地その他主要な部分を 不燃材料で造っ たも の 

イ  平成 1 2 年４ 月に改正さ れる 前の建基令（ 以下「 改正前建基令」 と いう 。） 第 1 0 8 条第１ 号

に規定し ていた防火構造（ 同条第４ 号の規定に基づき 、 建設大臣が同条第１ 号と 同等以上の

防火性能を 有する と 認めて指定し ていたも のを 含む。）  

ウ  間柱、 下地を 不燃材料で造っ たも ので、 建設省告示第 1 3 5 9 号（ 平成 1 2 年５ 月 2 4 日） 第

１ 、 １ ロ ⑵に規定する 構造（ こ の場合、「 屋外側」 を 「 火気設備等側」 に読み替える も のと す

る 。）  



 

図２ の２ －７  不燃材料で有効に仕上げを し た部分であり 、 かつ、 その構造が耐火

構造であ っ て、 間柱、 下地その他主要な部分を 準不燃材料で造っ たも

の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ の２ －８  不燃材料で有効に仕上げを し た部分であり 、 かつ、 その構造が耐火

構造以外の構造であ っ て、 間柱、 下地その他主要な部分を 不燃材料で

造っ たも の（ 有効に遮熱でき る も のに限る 。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、⑴及び⑵に該当する 建築物等の部分において、それぞれの構造の上に仕上げを する 場

合、仕上げの部分と 当該構造が一体的ではないが、仕上げの部分及びそれを 支持する 間柱等が

共に不燃材料であれば、離隔距離の規制を 除外でき る こ と と し て差し 支えない（ 図２ の２ －９ ）。 

耐火構造以外の構造 

仕上げ（ 不燃材料）  

仕上げ（不燃材料） 下地（ 不燃材料）  

間柱( 不燃材料)  

火気設備等 

仕上げ（ 不燃材料）  

下地（ 準不燃材料）  

間柱( 準不燃材料)  

耐火構造 

火気設備等 



 

図２ の２ －９  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 関係告示】  

対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する 基準 

 

 

平成 1 4 年３ 月６ 日 消防庁告示第１ 号 

（ 改正）  令和５ 年５ 月 3 1 日 消防庁告示第８ 号 

 

対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する 条例の制定に関する 基

準を 定める 省令（ 平成 1 4 年総務省令第 2 4 号） 第５ 条及び第 2 0 条の規定に基づき 、 対象火気設備等

及び対象火気器具等の離隔距離に関する 基準を 次のと おり 定める 。  

 

対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距離に関する 基準 

 

第１  趣旨 

  こ の告示は、 対象火気設備等の位置、 構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する 条例の

規定に関する 基準を 定める 省令第５ 条及び第 2 0 条の規定に基づき 、対象火気設備等及び対象火気器

具等（ 以下「 対象火気設備、 器具等」 と いう 。） の離隔距離に関する 基準を 定める も のと する 。  

第２  用語の定義 

  こ の告示において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 それぞれ当該各号に定める と こ ろ によ る 。  

⑴ 離隔距離 対象火気設備､器具等の設置の際に、 当該対象火気設備、 器具等と 建築物その他の土

地に定着する 工作物及び可燃物と の間に保つべき 火災予防上安全な距離を いう 。  

⑵ 安全装置 対象火気設備、器具等に設けら れる その安全を 確保する 装置であ っ て、対象火気設備、

器具等が故障等によ り 異常と なっ た際に、自動的に燃焼部への燃料又は発熱部への電力の供給を 遮

断し 、 かつ、 当該供給を 自動的に再開し ない装置又はシス テム を いう 。  

⑶ 定常状態 測定する 位置における 温度上昇が 3 0 分間につき 0 .5 度以下になっ た状態を いう 。  

⑴及び⑵に該当する 構造 

火気設備等 

仕上げ（ 不燃材料）  

間柱等（ 不燃材料）  



⑷ 通常燃焼 気体燃料､液体燃料又は固体燃料を 使用する 対象火気設備、 器具等にあ っ ては通常想

定さ れる 使用における 最大の燃焼と なる 状態を 、 電気を 熱源と する 対象火気設備、 器具等にあっ て

は通常想定さ れる 使用における 最大の発熱と なる 運転を いう 。  

⑸ 異常燃焼 気体燃料､液体燃料又は固体燃料を 使用する 対象火気設備、 器具等にあっ ては温度

制御装置等が異常と なっ た場合において最大の燃焼と なる 状態を 、電気を 熱源と する 対象火気設

備、 器具等にあ っ ては温度制御装置等が異常と なっ た場合において 最大の発熱と なる 運転を い

う 。  

⑹ 試験周囲温度 対象火気設備、器具等の試験を 行う 場合の当該対象火気設備、器具等の周囲の

温度のこ と を いう 。  

⑺ 許容最高温度 通常燃焼の場合又は異常燃焼で安全装置を 有し な い場合にあ っ ては 1 0 0 度

を 、異常燃焼で安全装置を 有する 場合にあ っ ては次の表の上欄に掲げる 対象火気設備、器具等の

種別に応じ それぞれ同表の下欄に定める 温度を いう 。   

 

対象火気設備、 器具等の種別 温度 

気体燃料を 使用する も の 1 3 5 度 

液体燃料を 使用する も の 1 3 5 度 

電気を 熱源と する も の 1 5 0 度 

⑻ 最大投入量 固体燃料を 使用する 対象火気設備、 器具等において、 当該対象火気設備、 器具等に

一度に投入する こ と ができ る 固体燃料の量のう ち、 通常燃焼に達する ために必要な量を いう 。  

 

第３  離隔距離の決定 

   対象火気設備、 器具等の離隔距離は、 次の各号に定める 距離のう ち、 いずれか長い距離と する 。  

 ⑴ 通常燃焼時において、 近接する 可燃物の表面の温度上昇が定常状態に達し たと き に、 当該可燃物

の表面温度が許容最高温度を 超え ない距離又は当該可燃物に引火し な い距離のう ちいずれか長い

距離 

⑵ 異常燃焼時において、 対象火気設備、 器具等の安全装置が作動する ま で燃焼が継続し たと き に、

近接する 可燃物の表面温度が許容最高温度を 超えない距離又は当該可燃物に引火し ない距離のう

ちいずれか長い距離。 ただし 、 対象火気設備、 器具等が安全装置を 有し ない場合にあっ ては、 近接

する 可燃物の表面の温度上昇が定常状態に達し たと き に、当該可燃物の表  面温度が許容最高温

度を 超えない距離又は当該可燃物に引火し ない距離のう ちいずれか長い距離  

 

第４  運用上の注意 

第３ に定める 離隔距離の決定に当たっ ての運用上の注意は、 次の各号に定める も のと する 。  

 ⑴ 基準周囲温度は、 3 5 度と する 。  

⑵ 試験周囲温度が基準周囲温度未満の場合においては、許容最高温度と 基準周囲温度の差を 試験周

囲温度に加えた温度によ り 、 試験を 行う も のと する 。  

⑶ 異常燃焼時において、 複数の温度制御装置等を 有する 対象火気設備、 器具等については、 そのう



ち１ の温度制御装置等のみを 無効と し た状態でそれぞれ試験を 行い、それら の場合に判定さ れる 距

離のう ちいずれか長いも のによ り 離隔距離を 判定する 。  

⑷ 異常燃焼時において、 複数の安全装置を 有する 対象火気設備、 器具等については、 そのう ち１ の

安全装置を 有効と し た状態でそれぞれ試験を 行い、それら の場合に判定さ れる 距離のう ちいずれか

長いも のによ り 離隔距離を 判定する 。 ただし 、 対象火気設備、 器具等が確実に作動する 安全装置を

有する 場合にあ っ ては、当該安全装置を 有効と し た状態で試験を 行う 場合に判定さ れる 距離によ り

離隔距離を 判定する こ と ができ る 。  

 

第５  固体燃料を 使用する 対象火気設備、 器具等の離隔距離の特例 

固体燃料を 使用する 対象火気設備、器具等の離隔距離にあ っ ては、第３ に定める 距離によ る ほか、

当該対象火気設備、 器具等に、 最大投入量ま で固体燃料を 投入し て、 当該燃料の重量が、 最大投入

量の重量の２ 分の１ を 乗じ て得た 重量ま で減少する ま で燃焼さ せる こ と を １ サイ ク ルと し て５ 回

繰り 返す試験を 行い、 当該試験において、 ４ 以上のサイ ク ルで近接する 可燃物の表面温度が許容最

高温度を 超えな い距離又は当該可燃物に引火し な い距離のう ちいずれか長い距離と する こ と がで

き る 。 こ の場合において、 当該試験の運用上の注意は、 第４ 第１ 号及び第２ 号によ る ほか、 次の各

号に定める も のと する 。  

⑴ 当該試験の実施前に、 ３ 時間を 限度と し て対象火気設備、 器具等を 予熱する こ と ができ る こ と 。  

⑵ １ のサイ ク ルの終了後、 次のサイ ク ルを 開始する ま での間、 燃焼状態を 維持する こ と 。  

⑶ 最後に実施する サイ ク ルにおいて、近接する 可燃物の表面温度が当該試験における 最も 高い温度

を 示し ていないこ と 。  

 

第６  火災予防上安全性が高い構造の対象火気設備、 器具等の離隔距離の特例 

通常燃焼時において、 対象火気設備、 器具等の表面の温度上昇が定常状態に達し たと き 又は対象

火気設備、 器具等が連続し て運転可能な最大の時間ま で運転し たと き に、 当該対象火気設備、 器具

等の表面の温度が許容最高温度を 超えないも のの離隔距離にあ っ ては、第３ に定める 距離にかかわ

ら ず、 ０ と する こ と ができ る 。 こ の場合における 運用上の注意は、 第４ 第１ 号及び第２ 号によ る も

のと する 。  

 

附則 

こ の告示は、 対象火気設備等の位置、 構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する 条例の施

行に関する 基準を 定める 省令の施行日（ 平成 1 5 年１ 月１ 日） から 施行する 。  

 

附則（ 令和５ 年５ 月 3 1 日消防庁告示第８ 号）  

こ の告示は、 公布の日から 施行する 。  

 


